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特許流通促進事業
特許流通アドバイザーの任務

円滑な特許流通の拡大と普及を図るため、知的財産
権とその流通に関する公的専門家である特許流通ア
ドバイザーを地方自治体やＴＬＯ等に派遣し、無料指
導・相談及びＰＲ活動を実施。

特許導入を希望する企業に対するアドバイスや研
究機関・大学・企業・個人が有する特許の地域産業
界への移転の支援等を行う。
【相談・アドバイス：無料、利用者に対し守秘義務】



特許流通アドバイザーのネットワーク

特許流通アドバイザー
特許流通促進

特許流通情報の提供
無料相談、秘密保持

特許導入企業
特許提供企業
大学・研究機関

全国の知的所有権センター、
特許流通アドバイザー

との連携

必要な技術シーズはどこにあるのか
自社技術を活用できる企業は無いのか
ライセンス交渉はどうすれば良いのか



特許流通アドバイザーの課題

・ニーズの把握

ニーズが曖昧なものであっても、顧客は何（分野、商品）を希
望しているのか嗅ぎ分ける。

・シーズの提供

特許情報（出願、開放、導入）

・事業化支援策の提供

特許を活用したビジネスモデル

ビジネス戦略

事業育成補助金

連携先情報

その他多様な情報提供と支援



特許流通による事業化のポイント

１．経営トップの方針

・経営者の新技術、新製品開発の意気込みの有無。

２．技術の目利き。

（良い技術は事業化の必要条件。売れる商品になるか。）

・何に使えるか。

・製品化の程度（アイディア、試作、製品化の程度）

・他に用途はないか。

３．ビジネスモデルの構築

（どんなビジネスに生かせ、成功させることができるか）

・紹介先に適合した技術・商品であるか。

・製品化への開発投資。

(紹介先がそれに耐えうる企業であるか。人・物・金より判断）

・製品化した場合の市場性・予想される市場規模

・販売先・販売ルート



特許流通による事業化のポイント

４．事業化への支援

（事業を成功させるために何を支援すれば良いか。）

・特許出願支援、特許技術のブラシアップ支援

・特許技術の開放、特許案件紹介と導入支援

・製品化準備

開発・設備資金、共同開発者、試験依頼先

・商品化支援

製造上の問題点と対策支援、製品の規格制度の適応

・販売ルート・販売先紹介、

販売支援（特許ビジネス市、県の商品販売支援制度）

５，その他様々な相談に対する情報提供



ライセンサー ライセンシー
（お菓子のピエロ）（宇部市） （I社、Ｍ社）

低カロリーケーキ（４０kcal/カット）
従来の１/８のカロリー（通常３５０kcal/カット）

（特願2009－223424）
YAB（2009年）、テレビ東京（ワールドビジネスサテライト

「トレタマＴＶ」で４月１５日 ）、TBS（５月７日）、読売テレビ｢５月３０日）放映

特許流通事例（１）カロリーショートケーキ



特許流通による事業化の成功要因

１．経営トップの方針
ライセンサー、ライセンシーのトップ方針は特徴のある新規製品開発

｢イノベーション）が他社との差別化の決め手
２．特許技術の目利き

ライセンシーのトップは糖尿病患者。本件と同様な製品開発を目指し
たが思うようなものができず困っていた。本件ケーキを食し、【よくぞ

これまでやられましたね】と絶賛。
この技術は他にも応用でき、他の新規製品の開発に使える。
国際出願準備中

３．ビジネスモデルの構築
糖尿病患者：世界で約２億人、
日本７４０万人（２００２年厚労省）予備軍８８０万人（合計１，６２０万

人、更に増加中
米国：２，０８０万人予備軍は４，１００万人（合計６，２００万人）
甘いケーキが食べたくとも食べられない。世界中に多くの需要あり。



４．事業化への支援

（１）公的機関の支援：宇部市、山口県産業技術セン
ター、山口県立大学による開発資金、技術支援

（２）先願調査と特許出願（日本、国際）支援

（３）ライセンス先の紹介、プレゼンテーション、実施権
契約

（４）マスメディアへの紹介（新聞、TV)

読売新聞

YAB,テレビ東京、TBS、読売テレビ、その他

５．その他様々な相談に対する情報提供

特許流通による事業化の成功要因（続き）



ライセンサー ライセンシー
（コトガワ、合同会社石綿対策委員会） （山口県瓦工事業協同組合、

合同会社鹿児島県ＳＳ管理委員会）

アスベスト含有瓦の解体工事
特許第４２３５２４８号他８件

特許流通事例（２）アスベスト含有屋根板瓦の解体工事



屋根板瓦の取付
け部詳細

アスベスト含有屋根板瓦

釘

写真は国土交通省ホームページより転載

アスベスト含有屋根板瓦



シールドサクション工法



アスベストによる健康被害対策

１．健康被害

石綿肺、肺線維症、肺がん、腹膜・胸膜等の中皮腫（がんの一種）の原
因物質とされている。

平成18 年9 月1 日より、石綿及び石綿をその重量の0.1％を超えて含有
するすべての物の製造、輸入、譲渡、提供、使用が禁止。

潜伏期間が１０～２０年といわれ、現在でも患者数は増加中。

２．国（厚生労働省）の対応

石綿障害予防規則（平成１７年２月）

第１３条 （石綿等の切断等の作業に係る措置）

事業者は～労働者を従事させるときは、石綿等を湿潤な状態のものと
しなければならない。ただし、石綿等を湿潤な状態のものとすることが
著しく困難なときは、この限りでない。



胸膜肥厚斑の出現率（瓦工は２番目に高い）



住宅屋根瓦解体工事に於ける湿潤化の問題点

１．屋根瓦の完全湿潤化は、雨水浸透を防止が前提に製造されており困難。

散水しながらの工事では、作業者の滑落の危険増大。（雨天の瓦工事は
危険作業として、業界基準で禁止）

屋根瓦の釘抜き作業では、湿潤化してもアスベ
ストの飛散（釘１本抜くと２～３万本飛散）は不
可避

２．住宅への天井裏への漏水のよる住宅機能の維持困難。

散水による流失アスベストが住宅の壁面、敷地、樹木排水部分に付着。
乾燥後、再飛散

３．住宅頂部１ｍ上までの足場を全面防炎シートで覆うことは風圧倒壊、費
用の増大、設置が不可能な物件には不適。

４．アスベスト瓦屋根を金属屋根等で覆うカバールーフ工法はアスベスト処
理の先送り。次の改装時は乾燥状態がすすみ、さらに危険性増大







シールドサクション工法の開発研究

１．㈱コトガワの特許（特許４２３５２４８号他８件）の実用化のた
め、研究開発の実施

研究開発： ㈱コトガワ
山口県瓦工事業協同組合（石綿対策技術委員会）
全日本瓦工事業連盟

資金支援： ㈱コトガワ
全日本瓦工事業連盟
山口県瓦工事業協同組合

研究開発協力：厚生労働省
山口県産業技術センター
山口労働局
㈱下関環境技術センター（現 ㈱下関三井化学）
松下電器産業㈱

２．全日本瓦工事業連盟より厚生労働省へのシールドサクショ
ン工法に関する要望書の提出（平成１８年１月）



シールドサクション工法了知指示書



シールドサクション工法ライセンス対象事業者

㈱コトガワ（特許権者）合同会社石綿対策委員会

（社）全日本瓦工事業連盟
（全瓦連）

北
海
道

～

瓦工事業事業者（３４００社）

山
口
県
（
許
諾
済
）

沖
縄
県

通常実施権
（再実施権付）

通常実施権
（再実施権付）

専用実施権

全瓦連加盟以外の事業者
（工務店、瓦製造事業者他）



特許流通による事業化の成功要因（１）

１．経営トップの方針

ライセンサー、ライセンシーのトップはアスベスト健康被害の防止は

社会的使命と認識

２．特許技術の目利き

ライセンシーのトップは社会に役立つ、新たなビジネスチャンスと確

信

３．ビジネスモデルの構築

全国の瓦工事業者に、アスベスト汚染の無い安価で安全

安心の工法を普及させ、周辺環境にも配慮し、アスベスト

健康被害を防止する。

・市場規模（500万棟）：5兆円



4.成功させるためのポイント

・厚生労働省による各都道府県労働基準監督署への了知指示書（国
の後押し）

・市場ニーズ：アスベスト健康被害の国民的自覚を促す。

全国展開のため、特許ビジネス市紹介、開放特許活用例集への掲
載、全国特許流通ADのNW活用

・安価な設備と簡単な施工法によるコストの削減

アスベスト飛散防止囲いをすることなく、結果的には安価で安心な
工法。

・国土交通省の新技術情報提供システム（New Technology 
Information System ：NETIS)登録

５．メディアの活用

NHK, 鹿児島建設新聞、朝日新聞、読売新聞、南日本新聞

特許流通による事業化の成功要因（続き）



朝日新聞 鹿児島地方記事 平成22年5
月25日（水）



平成22年5月22日(土) 鹿児島建設新聞



読売新聞 平成22年5月27日（木）



更なる進展（企業とADのネットワーク連携）

合同会社
石綿対策

技術委員会

鹿児島県
企業

宮城県
企業

長野県企業

愛知県企業

３県のAD山口県
AD

鹿児島
県AD 宮城県

AD

茨城県企業

全国のAD



土木用多重管による地下水排除工法
特許第4194617号他4件

ライセンサー ライセンシー
（株）アクア・コントロール （山口市） Ｓ社

特許流通事例（３）
地滑り防止や災害復旧に用いる地下水排除工法



ミズトールパイプ（商品名）の構造と原理



特許流通による事業化の成功要因

１．経営トップの方針

ライセンサー：九州、四国、中国地区は販売は順調であるが、近畿
以北は販売が進んでいないので拡販したい。

ライセンシーのトップ方針：同社は法面アンカーの施工を行なう企業
で同一箇所に使用できる商品であり、業務の拡大に寄与できる商
品

２．特許技術の目利き

十分な実績（九州、四国、中国地区）と、

NETIS登録工法で国土交通省の直轄工事に多く使用されており、
評価も高い。

３．ビジネスモデルの構築

ライセンシーは全国での土木建築工事を行なっているが、ライセン
サーは九州、四国、中国地区が主体で、今後、多くの地滑り防止
工事に自社の技術と共に活用できる。



４．事業化への支援

（１）大学との連携紹介

（２）製造コストの削減

他に水抜きパイプ（性能は格段に低い｣と比べ、コスト
高であり素材、加工法、構造についてのアドバイス

５．関連する問題への解決支援

鉄バクテリアによる酸化鉄の析出による管の閉塞対策

特許流通による事業化の成功要因（続き）



特許流通による事業化成功の要因
（まとめ）

１，経営トップの方針：しっかりした方針を持つ経営者
か

２．特許評価：シーズ技術の目利き

３．ビジネスモデル；

売れる商品。市場の需要（潜在需要を含めて）

４．商品開発づくり支援ができること

５．販売支援

６．メディアの活用（できれば）

７．更に特許流通アドバイザーとして、支援すべき点
は何か



ご静聴有難うございました。


